












































































































あるがそれらの機構解明は未だしの感がある。そ

れらには， DDT, chlordane, aldrin, diedrin, 

heptachlor, lindane, mirex, hexachlorocyclohex-

ane (HCH), hexacyclobenzene (HCB), dicofol 

などがある。環境汚染の意味から重要視されてい

る PCB,PBB,ダイオキ、ンソ，四塩化炭素， tri-

chloroethylene, tetrachloroethyleneも肝を標的

とする。細胞毒性と発がんの見地から注目される

のは，上記の 四塩化炭素と，抗ヒスタミソ剤の

methapyrilene である。 phenobarbitalはよく

知られたプロモーターであるが，non-genotoxic

carcinogenとしても記載されている。

腎：腎を標的臓器とする non-genotoxiccar-

cinogenは同時に腎毒性を有することが特徴であ

る。前述の malerat kidney carcinogenが代表

的なものであり， unleadedgasoline, trimethyl-

pentane, p-dichlorobenzene・, d-limoneneが上げ

られる。これらでは雄ラットにのみ存在する a-

2u-globulin が， 投与により腎尿細管に蓄積し細

胞毒性を生じ細胞増殖を引き起こし，腎細胞癌の

発生に至ると考えられている。この明らかな種，

性特異性の故に人での発がん性は否定的である。

鉄ニトリロ三酢酸はラット ，マウスで腎細胞癌を

発生させる。その機構には酸化的 DNA傷害と

脂質過酸化が深く関与することが報告されている

(Umemura et al., 1990a, 1990b)。他に，クロロ

ホルム，ochratoxinA も腎を標的とする。数種の

合成ニストロゲ‘バま，特に雄ハムスタ ーに腎癌を

発生し興味深い。

胃 BHAは高濃度で長期間投与後にラット ，

マウス，ハムスタ ーに前胃腫瘍を生ずる。イヌで

の発生はないが食品添加物であることからそのリ

スクアセスメントが未だに論議の的となっ てい

る。腺胃では， H2blockerである潰瘍治療剤の

omeprazoleがヒトではきわめて稀なカルシノイ

ド腫瘍をラットにのみ発生する。

腸 カラゲナソ，デキストラ ン硫酸キ、ンリト

ールなどによる大腸，盲腸の癌発生がある。

ている。

肺： アスベストの吸入による肺中皮腫の発生

は，ラット，マウス，さらにはヒトでも証明され

ており最も典型的な solidstate carcinogenesisと

されている。

内分泌臓器及び生殖器： 下垂体，甲状腺，副腎，

乳腺，子宮，睾丸などでは腫瘍の自然発生率がか

なり高い。その機構としては，feedback機構を介

しての hormonalimbalanceによる細胞増殖が想

定されているが， non-genotoxiccarcinogenに

よるものはそれを更に増幅した結果と考えられ

るものが多い。甲状腺ではその機能充進症治療薬

(thiouracil, propyluracil, thiourea, methimazole) 

による濾胞細胞腫瘍がよく知られている。子宮で

は diethylstilbestrol(DES)によるゲッシ類の内

膜癌の発生があり，この物質はさらにヒトで経胎

盤的に特に腟癌を発生させることが疫学的に確か

められている。一般に合成ニストロゲ‘/(estra-

diol, ethynylestradiol, estriolなど）は複数の

内分泌，生殖臓器に腫瘍発生を見るのが特徴であ

る。

5. おわりに

筆者はたまたま厚生省の一研究所に勤務してい

ることから，多くの化学物質の許認可申請に於て

の経験からいえば，現実に企業における新規化学

物質 （医薬品，農薬，食品添加物，工業薬品，化

粧品等）の開発段階に於て，genotoxicな物質は

ごく一部（抗癌剤など）を除いては取り上げられ

ず大部分はいわばお倉入り という状態である。つ

まり申請段階で発がん性試験が要求されていると

すれば，今後ほとんどが non-genotoxicな物質で

の試験となることは自明である。従ってもちろん

発がん性が陰性の物質も多いことであろうが，益

々non-genotoxiccarcinogenの増加も予想され，

その機構解明，新しい短期試験法の開発， リスク

アセスメントの方法などが今後の重要な課題であ

膀脱： ウラ、ンルによる膀脱癌は結石形成に基づ ることは間違いないであろう。

く細胞増殖によるものとされており，その作用は

可逆性である。サッカリ‘ノ，住血吸虫，凍結処理 参考文献
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日本学術会議だより Ko.24 

第15期特別委員会の活動始まる

平成4年3月 日本学術会議広報委員会

日本学術会議では，昨年の10月の総会において設置された第15期の各特別委員会が活動を始めましたか，今回の日本学術

会議だよりでは，これらの特別委員会に加えて， 日本学術会議主催 IGBPシンポジウム等についてお知らせいたします。

第15期の特別委員会

昨年10月の第113回総会で決定された， 日本学術会議の
第15期活動計画では，活動の重点目標として，①人類の福
祉 • 平和 ・ 地球環境の重視，②枯礎研究の重視，③学術研
究の国際貢献の重視，の3本の柱を掲げるとともに，これ
らの重点目標を跨まえて， 多方面の科学者によ って構成さ

れる日本学術会議にふさわし〈各分野にわたって広く対応

し，かつ第15期中に適切な形で報告 ・提言に取りまとめる
べき具体的課題として14の課題を選定している。
具体的課題のうち，今期中に一応の結論を出すことが望

ましい臨時的な 7つの課題については，それぞれ特別委員
会を設置し，審議を開始した。

各特別委員会の名称及び任務等は次のとおりである。

◆文化としての学術

委員長 ：宅間宏（第4部会員）
（任務）学術は，人類発展の基礎である。学術研究の意

義についての社会的認識を深めるため，文化とし

ての学術の在り方を検討する。

◆平和と安全

委員長：香西茂（策2部会員）
（任務）平和と安全の確保や国際摩擦の解消等に関する

研究推進の在り方及び研究体制等について検討す

る。

◆死と医療

委員長：小坂二度見（第 7部会員）
（任務）医療技術の急速な進展は，自然科学の分野だけ

でな〈，人文 ・社会科学の領域にも種々の問題を

提起している。終末医療における尊厳死，安楽死

や医療経済の問題さらに説明と同意などの社会

的側面等人の死と医療の在り方について検討する。

◆生命科学と社会的諸問題

委員長：山科郁男（第 7部会員）
（任務）生命科学とその応用の急速な進展に伴い，倫理

的，社会的諸問題並びに規制の1い）方等について
検討する。その際，我か国における生命科学の研

究体制の在り方にも留意する。

◆人ロ ・食糧 ・土地利用

委員長 ：梶井功 （第6部会員）
（任務）世界人口の増加や地球環境変化による食糀需給

の不安定化問題と、これらに伴う土地利用変化の

諸影評等を総合的に検討して，人間活動の在リ方

を探る。また、 一極巣中の激しい我か国の現状を

勘案し，今後の国土利用の在り方についても検討

する。

◆和原 ・エネルギーと 地球環境

委員長：吉野正敏（第4部会員）
（任務）森源 ・エネルギーの開発と利用に伴う自然及び

人間社会への影饗を研究し， 「持続可能な発展」

のための諸方策と環境教育の在り方等について検

討する。

◆巨大システムと 人間

委員長 ：内山喜久雄（第 1部会員）
（任務）技術革新 ・システムの巨大化が人間に及ばす影

評について，安全性確保と人間性尊重の立場から

検討する。

これらの各特別委員会は，発足以来現在までに各々 2~ 
3回の会議を開催して，それぞれの任務に添った具体的な
審議課題や今後の審議計画等について熱心に審議を進めて

いる。今後の審議の成果が大いに期待されているところで

あり，今後，審議成果が発表され次第紹介していく予定で

ある。

公開講演会の開催状況

第15期に入って，初めて開催された日本学術会議主催公
開講演会は， 「文明の選択一都市と農業 ・農村の共存を目

指して一」と題して，平成4年 1月27日（月）13時30分～16
時30分に，幅岡明治生命ホール（福岡市）で開催され，水
間会員（第 6部），北村会員（第 6部）及び利谷会員（第 2部）
の講浪か行われ，多数の聴講者があった。

つづいて， 「子どもの人権を考える」と題して，平成4
年 3月7日（土）13時30分～16時30分に， 日本学術会議講棠
で開催され，堀尾会員（第 1部），永井会員（第 2部）及び馬

場会員（第 7部）の講浪の後、熱心な質問か続出した。

地球圏一生物圏国際協同研究計画(IGB  P) 
シンホジウム

日本学術会議主催の地球圏一生物園国際協同研究計画

(I GB P)シンポジウム「日本の IGB P研究の現状と

将米」か去る 2月4日（火），5日（水）の両日， 日本学術会議
を会場として開催された。
日本学術会議においては，平成2年 4月の総会において，
「地球困一生物凶国際協同研究計画 (IGB P)の実施に
ついて（勧告）」を採択し，政府に対し研究の栢極的な推進

を求めたところであるか， I GB Pについて国内の各研究
者，研究機関において実施される研究の促進を図るととも



に，この研究か極めて多〈の分野にわたり，また多数の研

究機関が関与していることから，この研究の連絡，調整を

図る場として，本シンポジウムを開催することとしたもの

である。また，我が国の IGBPの研究力＼広義のモンス
ーン ・アジア地域，西太平洋地域，極域を中心に行われる

ことから，これらの地域の研究者を招きそれぞれの国の研

究の状況の紹介，意見交換を行った。

本シンポジウムの内容は次のとお りである。

〔1日目〕
講演 IGBPについて

第1領域～大気微量成分の変動と生物圏
(1) 地球大気化学国際協同研究計画 (IGAC)
(2) I GA Cの東アジアにおける展開 (APARE) 
第2領域～海洋における炭素循環
(3) 海洋における炭素循環
第3領域～地球変化に係わる生態系及び水循環
(4) 炭酸ガス変動が炭素循環に及ぽす影評
(5) 水循環と生態系 (BAHC)
第4領域～地球圏一生物恩の相互作用を考慮したモデリン
グ
(6) 気候モデルおよぴ大気化学モデル
(7)局地気候 ・環境モデリングの立場から
(8) 生態系モデリングの立場から
第5領域～ IGBPにおける地球観測衛星の整合性と問題点
(9) 気象衛星データの現状と将来
(10) 地球観測衛星データの現状と将来
(11) NASA EOS と ASTER
第6領域～古環境変化の原因と応答
(12) PAGESについて
(13) 南極氷床ドーム深層掘削観測計画
(14) 温暖化と沿岸環境
第7領域～農林水産活動の地球環境への影評
(15) 農業生態系に関する地球環境研究ーメタンと温暖化ー
(16) 森林・林業に関する地球環境研究一炭素収支と温暖
化の抑制一

〔2日目〕
特別講演～ナショナルプロジェクト紹介～

オーストラリア，中国，フィリピン， タイ及び日本

領域別個別討議
第1領域から第 7領域まで
各領域からの報告

総合討論

当日は 2日間にわたるシンポジウムであったが300人を
超える参加者かあり ，盛況のうちに終了 した。

本シンポジウムの成果は、報告書と して取りまとめ，今

後の研究の参考資料として関係機関 ・研究者等に配布する

こととしている。

なお，平成4年度にも引き続き本シンポジウムを開催す
る予定である。

二国間学術交流事業

日本学術会議では，二国間学術交流事業として毎年代表

団を海外に派遣し，訪問国の科学者等と学術上の諸問題に

ついて意見交換を行って，相互理解の促進を図る事業を行
っている。

この事業は，昭和58年度から実施されており，これまで
にアメリカ合衆国連合王国，オーストラリア，中華人民

共和国等19か国に代表団を派遣してきた。
平成3年度は，11月4日から14日までの11日間の日程で，
ベルギー王国及びオーストリア共和国へ，川田侃副会長を

団長とする計10名（うち随行事務官2名）から成る代表団
を派遣した。

ベルギー王国では、科学技術担当省、科学、文学及び芸

術に関する王立アカデミー，プリュ ッセル自由大学， EC
本部教育関係機関， EC本部環境総局などを，また，オー
ストリア共和国では，科学研究省，オーストリア科学アカ

デミー，ウィーン大学， ドナウ河畔の国連都市にある国際

原子力機関 (IAEA), 国連工業開発機関 (UNI DO) 
などを訪問した。

各訪問先では，関係者との間で，それぞれの国の学術研

究体制や科学技術政策などをめぐって活発な意見交換が行

われた。

特に印象的だったものとして，まずペルギー王国では，

ECが推進しているERASMUS計画これは ECAction 
Scheme for the Mobility of University Studentsの略で， E
C12か国の大学生を域内各国へ相互留学させて，専門課目
や語学の能力向上あるいは風俗習慣の理解をはかろうとす

るもので， ECの将来に大きく貢献するものと思われる。
また，ペルギー王国は，長い歴史の流れの中で，フランス

語とオランダ語の2か国語が話されてきたため，この言語
間の対立か，政治 ・経済の発展はもとより ，学問の分野に

も非常に複雑な影響を与えていることであった。今回訪問

した科学，文学及び芸術に関する王立アカデミーやプリュ

ッセル自由大学もまった〈同名のアカデミーと大学がフラ

ンス語系（ワロン系）とオランダ語系（フラマン系）とに

分かれて存在しており ，我々の代表団も，団編成を 2班に
分けてこれらの機関を訪問することになったことは，非常

に印象的であった。

オーストリア共和国では，650年の伝統をはこるウィー
ン大学やオーストリア科学アカデミーの建物の重厚さに目

を見はり，またドナウ河畔に作られた国連都市に IAEA
とUNIDOの2つの国連機関を訪問した際には、 IAE 
Aのチェルノプイリ原発事故以後の核問題への積極的な取
り組みやUNIDOの開発途上諸国における工業発展に対
する貢献度の大きさに団員一同大いに感激するとともに，

D. L. Siason Jr.UN I D 0事務局長の流暢な日本語には，
だれもかびっくりさせられた。

近年，学術，特に基礎研究における我が国の国際貢献の

重要さかウェイトを増す中で，この種の学術交流事業は益

々強化されるべきものであることを，派遣代表団員全員か強

く認識させられた今回の渡欧であった。

御意見 • お問い合わせ等がありましたら，下記ま

でお寄せ〈ださい。

〒106東京都港区六本木7-22-34 

日本学術会議広報委員会 電話03(3403)6291

日本学術会議だより Ko.25 

学術国際貢献特別委員会設置される

平成4年5月 日本学術会議広報委員会

日本学術会議は，去る 4月15日から17日まで第 114回総会 （第15期3回目の総会）を開催し，新たに 「学術国際貢献特別

委員会」を設置しました。今回の日本学術会議だよりでは，同総会の議事内容及び3月に開催されたAASSREC執行委
員会等についてお知らせいたします。

旧ソ連邦の科学者に対する緊急の支援
措置について（会長談話）

平成4年 2月25日

日本学術会議

会長近藤次郎

ソ連邦か解体したことに伴い、旧ソ連邦における多くの

科学者は，研究の継続か困難となり，研究組織も崩壊の危

機に直面していると伝えられており，これか事実とすれば，

世界に与えるその影響は計り知れないものかあると思われ

る。

いうまでもなく，人類の進歩にと って科学の向上発展は

不可欠のものであり ，その意味で，今日の旧ソ連邦の実情

は憂慮に堪えないところである。

この際，我々日本の科学者は，学協会等を通じる等の方

法で，旧ソ連邦の科学者に対し，能う限りの支援を行う必

要かあると考える。

なお，旧ソ連邦の科学者と我か国の料学者との間の一般

的な国際学術交流 ・協力をより一層充実するための方策等

については，我か国の学術の分野における国際貢献の一環

として， 日本学術会議において引き続き検討することとい

たしたい。

（注）

本談話は， 日本学術会議において国際交流 ・協力問題に

ついて調査 ・審議を行っている第 6常置委員会から 2月14

日倹の連合部会に問題提起され，各部会で検討され審議を

経た後， 2月25日（灼の第 785回運営審議会に提案され審議

されたものである 。

日本学術会議第114回総会報告

日本学術会議第 114回総会 （第15期 3回目の総会）は，

4月15日～17日の 3日間開催された。

第1日 (4月15日）の午前。まず，会長からの前回総会

以後の経過報告及び各部・各委員会等の報告か行われた。

次いで，今回総会に提案されている 2案件について，それ

ぞれ提案説明かなされた後質疑応答が行われた。

第1日の午後。各部会が開催され，午前中に提案説明さ

れた総会提案案件の審議が行われた。

第2日 (4月16日）の午前。前日提案された案件の審議

・採決が順次行われた。

まず， 「副会長世話担当研究連絡委員会の運営について

（申合せ）の一部改正」か採択された。これは， 「副会長

世話担当研究連絡委員会運営協議会」という名称を 「複合

領域研究連絡委員会運営協議会」に改めるとともに，運営

協議会のより円滑な運営を図るために，必要な措置を講じ

たも のである。

次いで， 「学術国際貢献特別委員会の設置について （申

合せ）」か採択された。これは，学術の分野における我が国

の国際貢献の在り方について検討するための特別委員会を

設置したものである。

なお，審議 ・採決の終了後， さきに会長談話として発表

した 「旧ソ連邦の科学者に対する緊急の支援措置について

（平成4年2月25日）」に関連して，旧ソ連邦の科学者の実

情調査のために，当会議からロシアに派遺された第 6常置

委員会幹事の宅間会員から，その調査結果について報告か

行われた。

第2日の午後。各部会が開催され，各部における懸案事

項について審議か行われた。

第3日 (4月17日）午前には，各常置委員会か，午後に

は，各特別委員会がそれぞれ開催された。

学術国際貢献特別委員会の設置

本会議は，昨年10月に開催した第 113回総会における内

閣官房長官からの学術の分野における我が国の国際貢献の

在り方についての検討依頼を踏まえ，今回の第 114回総会

において学術国際貢献特別委員会を設置した。



AASSREC執行委員会の開催

去る 3月23日から26日にかけて 4日間， AASSREC

(Association of Asian Social Science Research Counc-
ils)執行委員会が日本学術会議の会議室で開催された。
外国代表団は前AASSREC会長で現副会長の R・ト

リニダード教授（フィリピン社会科学協議会），同じく副

会長代行の J.J・ スモリッツ教授（オーストラリア社会

科学アカデミー）， AASSREC事務局長のD・N・ダナ

ガーレ教授（インド社会科学研究協議会），同じく事務幹事

のV・K・メータ博士（同上）のAASSREC側4理事

と， タイ国パンコ ック駐在のUNESCO人間社会科学地

域アドヴァイザーのY・アタール博士の 5名。
日本側は，現AASSREC会長の川田侃日本学術会議

副会長のほか，来年 9月に川崎市のKSP（神奈川サイ

エンス ・パーク）で日本学術会議か共催して開〈予定の

「AASSREC第10回日本総会」の組織運営委員会委員長

山田辰雄教授（慶応義塾大学，アジア政経学会理事長），同事

務局長 ・平野健一郎教授 （東京大学，アジア政経学会前理

事長），及び日本学術会議AASSREC専門委員会幹事浦

田賢治会員（第 2部）の 3名かオブザーヴァーの在格で参

加，連日，時間を措しむかのように， AASSRECの運

営や米たるべき第10回総会の打合せなどについて，熱心な

討議か続けられた。

また討議の合間を縫うようにして，外国代表団は近藤次

郎日本学術会議会長表敬訪問，日本学術会議運営審議会に

おける挨拶などのはか，川崎市にも赴き市長表敬訪問，K

SP視察などを精力的に行った。日本学術会議も，近藤会

長主宰のレセプションを催し，関係諸国の東京駐在大使館

スタッフなどを招いて，アジア ・太平洋地域における学術

交流と発展のための意見交換の場を設け，友好的な雰囲気

のなかで談論が風発，至るところで談笑の花が開いた。

AASSRECはアジア ・太平洋地域の社会科学領域に

おける国際学術上部組織で，いわゆるアンプレラ・オーガ

ニゼイションである。1973年にインドのシムラで「社会科

学の教育 ・研究に関するアジア会議」か開かれた際に設立

か合意され，それ以来UNESCOの協力のもとに発展を

遂げてきた。AASSRECは加盟各国それぞれの文化的

伝統を尊重しつつ，社会科学の研究，教育，知識の普及な

どを促進することを通して，この地域における社会科学の

発達を図ることを目的に，加盟諸国の社会科学協議会，ま

たはこれに類する団体 (1国1会員）により構成されてい

る。

加盟国はオーストラリア，インド，中国，ニュージーラ

ンド，フィリピンなど，1991年8月現在， 15ヵ国であ るが，

国（くに）会員のはかに，準会貝の制度もあり，将来この

地域の各国の学協会や研究所等か坤会員として AASSR

ECの活動に参加する道も開かれている。出版活動として

は，隔年に開催される総会における諸報告やシンポジウム

などの出版のはか，定期刊行物「aassrecpanorama」が年
2回出されている。

AASSRECには最高決定機関である総会のはかに，

会長，副会長 (2名制），事務局長の 4名で構成される理事

会か置かれているか，これにさらに UNESCOの地域ア

ドヴァイザーが加わって開かれる執行委員会に事実上の運

営権限かあるようにみえる。今回，日本学術会議で開かれ

た会議はAASSRECとしては極めて重要な会議であっ

たといえる。AASSRECはUNESCOによって承認

された「非政府機関(NG0)」の地位をもち，絶えずUN

ESCOと緊密な関係を保っているか，同じく UNESC

0によ って承認された NGOの地位をもつ IFSSO（国

際社会科学団体連盟）とも相互協力関係にある。

平成4年(1992年）度共同主催国際会議

日本学術会議では，我が国において開催される学術関係

国際会議のうち毎年おおむね 6件について，学 ・協会と共

同主催している。

本年もまた， 6件の国際会議を共同主催することとして

おり ，その概要は，次のとおりである。

◆第5回世界臨床薬理学会議（ 7月26日～31日）
この会議は、臨床薬理学に関する研究を発展させるため

討論を行い，最新の研究情報を交換することを目的として

横浜市 （横浜国際平和会議場）において開催される。

参加予定人数は3,000人 （国外1,500人，国内1,500人），

参加予定国数は49か国。

◆第14回国際平和研究学会総会 (7月27日～31日）

この会議は，平和学に関する研究を発展させるため討論

を行い，最新の研究情報を交換することを目的として京都

市 （国立京都国際会館及び立命館大学）において開催され

る。

参加予定人数は450人（国外250人，国内200人），参加予定

国数は45か国。

◆第8回国際パイオレオロジー会議 (8月3日～ 8日）

この会議は，バイオレオロジ一学に限lする研究を発展さ
せるため討論を行い，最新の研究情報を交換することを目

的として横浜市（横浜国際平和会議場）において開催され

る。

参加予定人数は500人 （国外150人，国内350人），参加予定

国数は26か国。

◆国際地質科学連合評議会及び第29回万国地質学会議

(8月24日～ 9月3日）

国際地質科学連合評議会は，同連合の最高決定機関であ

り，運営事項を協議，決定することを目的とするものであ

る。また，万国地質学会議は，地質学に関する研究を発展

させるため討論を行い，最新の研究情報を交換することを

目的として京都市（国立京都国際会館）において開催され

る。

参加予定人数は5,300人（国外3,200人，国内2,100人），参

加予定国数は94か国。

◆第9回国際光合成会議 (8月30日～ 9月5日）

この会議は，光合成に関する研究を発展させるため討論

を行い，最新の研究情報を交換する ことを 目的として名古

屋市（名古屋国際会議場）において開催される。

参加予定人数は1,000人（国外500人，国内500人），参加

予定国数は41か国。

◆第11回国際光生物学会議 (9月7日～12日）

この会議は，光生物学に関する研究を発展させるため討

論を行い，最新の研究情報を交換することを目的として京

都市 （国立京都国際会館）において開催される。

参加予定人数は1,000人 （国外600人，国内400人），参加

予定国数は52か国。

御意見 • お問い合わせ等かありましたら，下記ま

でお寄せください。

〒106東京都港区六本木 7-22-34 

日本学術会議広報委員会 電話03(3403)6291

日本環境変異原学会会則

第1条 本会は日本環境変異原学会(TheEnv1-

ronmental Mutagen Society of 

Japan)と称する。

第2条 本会は人間環境における突然変異原，と

くに公衆の健康に重大な関係を有する突

然変異原の研究を推進することを目的と

する。

第3条 本会の会員は，正会員， 学生会員および

賛助会員とする。正会員は本会の趣旨に

賛同し，環境変異原の研究に必要な知識

と経験を有し，定められた会費を納入し

た者とする。学生会員は，大学，または

大学院に在籍し，毎年所定の手続を経て，

定められた会費を納入した者とする。賛

助会員はこの学会の事業を後援し，定め

られた会費を納入した個人または法人と

する。

第4条 本会に入会を希望するものは， 1名以上

の評議員の推せん書とともに所定の申込

書に記入の上，本会事務所に申込むもの

とする。

第5条 会員は毎年会費を納入しなければならな

ぃ。次年度の年会費の額は評議員会にお

いて審議 し総会において定める。

第6条 本会はその目的を達成するために次の事

業を行う 。

1.年 1回大会を開催し， 学術上の研究

成果の発表および知識の交換を行う 。

2.奨励賞を設け，環境変異原の分野で

す ぐれた研究を行い，将来の成果が期

待される研究者（原則として会員）に

授与する。

3. Mutation Research誌の特別巻を

特価で購入配付する。

4.国際環境変異原学会連合に加入し，

国際協力に必要な活動を行 う。

5.その他本会の目的を達成するために

必要な活動を行う。

第7条 本会に次のとおり役員および評議員を置

く。

会 長 1名庶務幹事 l名

会計幹事 1名 国際交流幹事 1名

編集幹事 1名 会 計監査 2名

および評議員若干名。

評議員は正会員の投票により選ぷ。

会長は評議員の互選によって定める。

庶務幹事，会計幹事，国際交流幹事，編

集幹事および会計監査は会長が委嘱する。

この他会長は必要な場合には会員の中よ

り若T名を指名し総会の承諾を得て，評

議員に加えることができる。

役員および評議員の任期は2年とする。

役員が同じ任務に引続いて就任する楊合

には2期をもって限度とする。

第8条評議員会は会員を代表し，事業計画，経

費の収支，予算決算およびその他の重要

事項について審議する。

第9条本会は年1回総会を開く。

総会において会則の改廃制定， 予算・決

算の承認その他評議員会において審議

した重要事項の承認を行う。

第10条 本会の事務執行機関は会長および4名の

幹事をも って構成する。

会長は執行機関の長となり，また本会を

代表する。

第11条 本会の事務は暦年による。

第12条 本会に名誉会員をおく。

附記

1.本会則は平成2年 1月1日より施行する。

2.本会は事務所を

静岡県三島市谷田1,111番地に置く。

3.正会員学生会員および賛助会員の会費

は，それぞれ年額5,CXX)円．3,CXX)円およ

びl口ぬCXX)円とする。

ただし， Mutation Research誌の特別

巻の配付を希望するものは， 会費の他に

別途定める購読料を本会へ前納するもの

とする。



日本環境変異原学会平成4~5年役員名簿 日本環境変異原学会平成4~5年評議員名簿

（五十音順）

会長

庶務幹事

会計幹事

国際交流幹事

綱集幹事

会計監査

ケ

賞等選考委員

編集委員

企画委員

早津

祖父尼

渋

長

佐

松

乾

谷

尾

藤

下
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菊池

渡部

佐々木

若林

島
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大

菊

若
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中
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池

林

添

彦

俊

哉
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徹

子
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直

俊

康

正

敬

弘

純

清

憲

克

康

敬

鶴
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見

真

穂

成

基

康

氏
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池

田

藤

木

藤

谷

田

水

藤

尼

々

父

大

加

鎌

菊

菊

黒

後

佐

佐

渋

島

清

須

祖

武

田

常

長

西

林

早

松

山

吉

若

渡

西

藤

滝

部

中

盤

尾

岡

津

島

添

川

林

部

克

隆

哲

清

康

行

純

正

茂

弘

英

鎮

俊

害、ビヽ

名

邦

敬

成

也

見

基

昭

雄

夫

秋

徹

康

佑

世

雄

啓

穂

寛

子

奈美

真

哉

郎

康

衛

次

彦

泰

L
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ダ＂

所 属

徳島大学医学部

慶応義塾大学医学部

北海道大学薬学部

東京薬科大学薬学部

武田薬品工業（掬研究開発本部

麻布大学生物科学総合研究所

国立公衆衛生院

京都大学放射線生物研究センター

神戸大学医学部

（財）食品薬品安全センター秦野研究所

第一製薬（掬中央研究所

東京慈恵会医科大学

伊藤ハム（株中央研究所

国立衛生試験所

京都大学医学部

（財）食品薬品安全センター秦野研究所

福岡県衛生公害センター

国立がんセンター研究所

同志社大学工学部

国立衛生試験所

岡山大学薬学部

日本バイオアッセイ研究センター

慶応義塾大学医学部

一菱化成工業（株総合研究所

国立がんセンター研究所

東京薬科大学



日本環境変異原学会入会申込書

日本環境変異原学会長 殿

貴学会に入会いたしたく評議員の推煎を添えて申し込みます。

フ リ ガ ナ

氏 名 R 

ローマ字つづり

生年月日，性別 年 月 日 男 女

学学 部学部学こ］― 卒業年次 年

lに ー大一学院 1課程学 ー一一 一

修了年次 年

平成 年 月 日
A 子 位 取得年 年

- - ----

（和）

所属 機関 ←

部局

（英）
職名

〒 電話 内線（ ) FAX 

（和）

所属機関

所在地
（英）

--- - ----

〒 電話 内線（ ) FAX 

自宅 （和）

住所

（英）

会誌送付先 ① 所属機関 ②自 宅

研究領域 （下記にあてはまる項の 2'・3を（）で囲んてください）

I.変異原 2.検出系 3．毒 性 4.発生異常 5.汚 染

6.疫 学 7. 遺 伝 8.か ん 9.微生物 I 0. 高等動物

11.高等植物 l2．食 品 13. 気体・粉じん 14.医薬品 15. 農 薬

16. 代 謝 17. 分子機構 18. そ の 他（
ーー・ •一— → - - - -

研 究 歴 （現在行っている研究の動向や興味の点について数行記入のこと）

、‘,ノ

加入学会名 （本学会以外の）

推蔦者 （日本環境変異原学会評議員）

氏名（署名） R 

入会申込者との関係（数行ご記入ください）

入会申込書の送付先：〒105東京都港区新揉 5-23-7

三造写真工業株式会社内 学会事務局



住所ー所属等変更届

平成年月日

日本環境変異原学会

布務局 御中

下記変更がありましたのでお届け致します。

フ リ ガナ

氏 名 R 
旧 所 属

（和）
新

所属機関

部局
（英）

職名

〒 電話 内線

新 （和）

所属機関

所在地
（英）

〒 屯話

新
（和）

自 宅

住 所
（英）

会誌送付先 ① 所属機関 ②自 宅
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